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近年、環境負荷を低減し、少ない資源を有効利用して再生産する循環型社会の実現が求め

られており、わが国の廃棄物処理は大きな転換期を迎えている。埋め立て処理においては、

埋め立てによる地盤の不安定性化や処分場の減少、汚染物質の流出などの問題が取り上げ

られ、焼却処理においても、ダイオキシン類をはじめとした環境へ影響を及ぼす物質を排

出する可能性が問題視されており、単純焼却や埋め立てから、その他の複合処理や廃棄物

利用燃料の製造・利用などへ転換が進められている。廃棄物処理の高度化が進められ複雑

化する処理工程のなかで、多種多様な化学物質の混合物である廃棄物が取り扱われるため、

廃棄物処理過程や中間処理物の火災・爆発事故が多発している。廃棄物処理施設における

事故を効果的に防止していくためには、実証実験に基づいた事故メカニズムの解明や、事

故要因の解析による潜在危険性の抽出などが求められており、これらの情報を効率的に共

有することが重要となる。 

そこで、廃棄物処理施設の爆発・火災事故の傾向を把握することを目指し、一般廃棄物処

理施設での火災・爆発事故解析を行ったところ、火災・爆発事故の大半は破砕機、コンベ

ア、ピット、埋め立て等で発生しており、主な原因物質はヘアスプレーなどのボンベ、固

形可燃物、廃油・廃溶剤であった。破砕時のボンベ破裂による事故を除くと、搬送・貯蔵

時の想定外の発熱に起因する火災爆発事故が多い傾向が判った。廃棄物の発熱・発火に関

する事故事例は受入時のピット内や、コンベア搬送時、最終処分場における埋め立て処理

や固形燃料製造工程での異常発熱など様々な工程で発生している。特に、埋め立て処理や

不法投棄など大量貯蔵された廃棄物の火災・爆発事故は一度発災すると不完全燃焼による

有害物質の大量放出や、大量の消火水による有害物質の流出など環境被害が大きいという

特徴を持ち、消火後も内部で燻り燃焼が継続する場合も多く火災が長期化する傾向がある。

この様に化学物質が混在した廃棄物の発熱・発火危険性の評価は容易ではなく、主要因及

びその発火機構は未だ十分に明らかにされておらず、堆積廃棄物や廃棄物利用燃料の堆

積・貯蔵過程において、多くの解決すべき問題点が残されている。 

そこで、従来から化学物質の安全性評価に用いられてきた熱分析等による危険性評価手法



を廃棄物に適用し、その発熱・発火機構を解明するとともに、廃棄物の発火機構に対応し

た発熱・発火危険性予測手法の提案することを本研究の目的とした。 

まず、数種の廃棄物を対象に化学物質の危険性評価手法を用いて危険性評価を行い、廃棄

物の発熱・発火危険性を評価する際の廃棄物に特有の留意点を抽出した。その結果、類似

の廃棄物、類似の火災事例であっても発熱の要因が異なることや、廃棄物はその形状・組

成が不均一であるために、従来の評価方法では測定値に大きなばらつきが生じるため、試

料に何らかの前処理を施すか、測定値から代表値を選択する必要があることがわかった。

また、組成が不均一であるため、発熱・発火危険性を左右する組合せの物質同士が混在す

る可能性があることや、廃棄前の履歴が異なるために、劣化度合いの相違、または酸化防

止剤の失活などにより、元来からの物性値と酸化性が異なるなどの想定以上の危険性を有

する場合がある。この様な廃棄物固有の問題点を含めた上で危険性を把握する必要がある

ことがわかった。 

次に、抽出されたそれらの問題点を踏まえた上で、廃棄物の発熱・発火危険性を把握する

評価手法を構築し、シュレッダダスト等の混合廃棄物や RDF のような廃棄物利用燃料につ

いてケーススタディを行った。 

RDF の発熱・発火機構の解明や危険性評価から、RDF は水分との接触により短時間である

程度の発熱を生じ、内部の温度上昇を引き起こすことや、また、湿潤した RDF は微少発熱

が継続し、徐々に酸化反応が顕著となる温度まで、内部温度が上昇する可能性があること

がわかった。さらに、RDF の酸化反応は 80℃前後から促進され、周囲の条件によっては酸

化分解による自己発熱により発火に至る温度まで、温度上昇することが確認できた。また、

自動酸化反応の初期段階を高感度に検出することが可能な化学発光法を利用して RDF の初

期酸化について検討を行ったところ、RDF は初期酸化の開始剤となる過酸化物をあらかじめ

含有しており、50ºC 前後から自動酸化反応が進行していることが確認された。また、化学

発光測定が初期自動酸化の評価に有効であることが示唆された。以上の検討から、試料の

粉砕などの前処理や測定方法を工夫することで、不均一な組成を持つ廃棄物においても、

少量試料の熱分析機等による危険性の評価が可能であることがわかった。 

同様にシュレッダダストを用いた検討では次のことが明らかとなった。発火温度の測定よ

り、シュレッダダストが混在する銅の影響により発火温度が低下する傾向が見られた。ま

た、シュレッダダストは水分との接触により顕著な初期発熱を示し、これは特にアルミと

水分の反応熱による影響が大きいことがわかった。また、アルミと水分の反応熱は、初期

発熱を引き起こすだけでなく、蓄熱領域でも発熱速度を上昇させる効果があった。このよ

うに、廃棄物の発熱・発火危険性は、低温から始まる初期発熱の評価が重要となるが、こ

れら初期発熱の原因や傾向に水分が影響を及ぼす場合が少なくない。水分を含む試料や水

分を試料に添加した状態で熱分析を行う際には、低温での発熱が水分の蒸発潜熱による吸

熱と重なり正確な評価が行えない場合がある。この様な場合に、双子型である C80 が有効

な測定手法と成り得る事が判った。ただし、内容物の大きさや組成が不均一に混合され、



その分布が広範囲にわたる場合には、少量の熱分析だけでは危険性を十分に把握できない

可能性も唆され、場合によってはワイヤバスケット試験のように試料量の多い測定を利用

することも必要であることがわかった。 

断熱熱量計 ARC を用いた断熱条件における蓄熱開始温度の測定から、シュレッダダストは

95ºC 付近より酸化反応が盛んとなり、蓄熱を開始することがわかった。Al と水を添加した

場合には 50ºC から発熱が継続し、そのままスムーズに酸化反応による蓄熱を促し発火に至

った。これは高湿度条件でのワイヤバスケット試験によっても確認された。 

以上二つのケーススタディから、廃棄物の発熱・発火危険性の評価においては、初期発熱

による初期温度の上昇と、廃棄物中のポリマー等の劣化による酸化分解開始温度の低下効

果が特に重要であることがわかった。そこで、廃棄物を想定したモデル物質を利用して、

試料の劣化と化学発光に着目した、発熱機構やこれまでの評価結果の検証を試みた。これ

らの検討から、試料の劣化により試料中に蓄積する過酸化物を化学発光法により把握する

ことが可能であり、それらの過酸化物が蓄積した劣化試料は酸化分解による蓄熱開始温度

が低下する傾向があることがわかった。したがって、化学発光測定により試料の劣化度合

いを評価することで、試料の発熱・発火危険性をある程度予測可能であることが示唆され

た。さらに、化学発光測定から求められる試料の酸化劣化速度から求めた酸化劣化におけ

る活性化エネルギーが、発熱・発火危険性の指標となりうることが示唆された。ただし、

これらの評価値には、試料の発光効率が含まれているため、同種の試料についての相対的

な危険性の比較が可能であるが、性状の異なる廃棄物間の危険性比較には不向きある点に

注意が必要である。 

また、モデル物質に水分を添加した測定から、水分が発熱・発火危険性に多少の影響を及

ぼすことが確認され、これは特に、成分中の油分に影響を与えていることが示唆された。

これは以前より報告のある、水分の影響による酸化反応の促進効果によるものと考えられ

るが、詳細な機構については今後さらなる検討が必要である。 

これまでの検討から、熱分析等を利用して廃棄物の発熱・発火機構と危険性の把握が行え

ることが明らかとなった。そこで、その評価結果の妥当性を確認する目的で、少量試料を

用いた熱分析による評価結果と、熱発火理論とワイヤバスケット試験を応用した簡易計算

モデルによる評価結果の比較検討を行った。Semenov モデルにより、各種測定から得た物性

値の妥当性が確認され、酸化蓄熱による試料温度計算結果と実験結果の比較により、非定

常熱伝導を利用して構築した簡易計算モデルの妥当性が確認された。これらの検討結果か

ら、発熱速度の温度依存性を正確に計算モデルに代入することが重要であることがわかっ

た。また、初期発熱がその後の蓄熱に大きな影響を与えることを計算から予測可能であり、

熱分析による危険性評価によって得られた初期発熱の重要性が計算モデルからも示唆され

た。提案した簡易計算モデルはいくつかの仮定を用いていることに起因する問題点を有し

ているが、廃棄物の伝熱と発火限界に関しては、本簡易モデルで十分に予測可能であるこ

とがわかった。 



さらに、これまでの検討結果を基に廃棄物の発熱・発火危険性評価手法の構築を行った。

廃棄物堆積時の発熱・発火危険性では、初期発熱の効果が重要となるため、評価対象の初

期発熱の有無や水分を中心とした影響因子の評価を行う「初期発熱危険性評価」、劣化に

よる過酸化物の蓄積に着目し、発火に至る酸化発熱の評価を行う「酸化発熱危険性評価」、

廃棄物の自然発火温度や自然発火温度を低下させる要因を検討する「自然発火危険性評価」

の三つの領域に分けて検討を行うことを提案した。なお、本研究における評価方法は熱分

析機器を利用して微少発熱や酸化蓄熱を評価するため、評価対象は構成成分の大部分が有

機物である固形可燃物に限られ、粉砕試料を代表値として扱うことが困難なサイズの廃棄

物は評価の対象外とした。しかし、初期発熱過程および酸化分解蓄熱過程では酸素や水分

との接触面積が危険性を左右するため、ある程度小さな粒子径をもつ成分のみが発熱発火

危険性に関与すると判断可能であるならば、本研究における危険性評価手法の適用範囲を

拡大することも期待できる。 

以上、従来から利用されている化学物質の危険性評価手法を廃棄物の発熱・発火危険性評

価に適用する際の留意点を抽出し、それらを踏まえた上でのケーススタディとモデル物質

による検討、および、熱分析による評価結果の妥当性の確認と簡易計算モデルによる予測

手法の構築により、廃棄物の発熱・発火危険性要因の把握と危険性評価手法の提案が行え

た。 

 


